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エネルギー利用の課題と需要の貢献

カーボンニュートラル実現に向けた脱炭素電源の導入で調整力の必要量が増加、
賢いエネルギー利用でS+3Eのエネルギー需給に貢献

地域社会で創るS+3Eへの貢献[2]電源構成の変化

・4倍(20%)
・一定出力

・２倍(40%超)
・天候で変動

・約半減
・低稼働率

需給バランスを維持する
需要側の柔軟性が必要

原子力

再エネ

火力

2022 2040 (年度)

最終エネルギー
消費量：3.1億kL 2.6～2.7億kL程度

省エネ・
非化石転換

発電電力量
1.00兆kWh

火力72.6%

原子力5.6%
再エネ21.8%

3~4割
程度
2割
程度

4~5割
程度

電力需要
0.9兆kWh

1.1~1.2兆
kWh程度

2040年のエネルギー需給見通し[1]

[1] 資源エネルギー庁, “エネルギー基本計画の概要”(2025.2)を参考に日立東大ラボで作成
[2] 日立東大ラボ, “「第５回 Society5.0を支えるエネルギーシステムの実現に向けて」 地域リソースの協調でS+3Eと価値づくりを実現する協調制御プラットフォーム”(2023.1)より抜粋

※本発表での「調整力」は、系統状況に
合わせた需要の時間シフト
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これまでの活動(～2024年度)

賢いエネルギー利用を実現する協調・制御プラットフォームを提言
家庭用給湯機(HP)の制御による社会便益評価と実証を終了

家庭用HP給湯機活用による便益評価と実証

年間経済効果を検証

全国換算で
300億円/年に相当*

*給湯機ストック台数750万台に世帯あたり
のメリットを乗算し、算出

基幹系統と連携した賢いエネルギー利用[1]

戸建住宅 集合住宅 福祉施設
14.1 TWh/年 9.7 TWh/年 9.4 TWh/年

HP給湯機活用による調整力ポテンシャル試算(全国) [1]

[1] 日立東大ラボ, “「第５回 Society5.0を支えるエネルギーシステムの実現に向けて」 地域リソースの協調でS+3Eと価値づくりを実現する協調制御プラットフォーム”(2023.1)より抜粋
[2] 日立東大ラボ, “提言書 Society5.0を支えるエネルギーシステムの実現に向けて（第７版）” (2025.4)より抜粋

JEPX連動HPの給湯機制御テストベンチおよびその結果分析[2]
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本年度の取組：産業からの調整力創出

食品・飲料製造業の熱利用には電化・省エネポテンシャルが存在
経済合理的な電化を進め、調整力としても活用していくべき

産業分野におけるHP代替可能な熱利用

食品・飲料製造業の温水活用プロセスにおいて
約46.8PJ(=13TWh)のHP代替ポテンシャル

食品・飲料
(26.8%)

化学
(有機)

(18.8%)化学
(無機)

窯業・
土石

鉄鋼

0 10 20
乾燥
殺菌

濃縮・蒸留
洗浄

温水利用プロセス別内訳

電化率≦4%

食品・飲料製造業からの調整力創出(給湯需要)
HP導入によるメリットと障壁(事業者ヒアリング)

ヒートポンプ 貯湯タンク

水道水

地域再エネ

温水

ボイラー
【既設】

予熱による焚き減らしで排出CO2削減

需給マッチによる
出力抑制の緩和

国・自治体 大規模な設備変更を
伴わないハイブリッド化

製造業者
地域再エネ利用の促進(調整力)

系統事業者
ガス事業者

Win-Winのもとで進める
円滑なトランジション

HPで予熱しガスで高温化するハイブリッドシステム
再エネ事業者

温水ヒートポンプへの代替ポテンシャル[1]

[1] 一般財団法人 ヒートポンプ・蓄熱センター, 一般社団法人 日本エレクトロヒートセンター, “<別添１＞ヒートポンプへの代替ポテンシャルについて”(2024.6)を参考に日立東大ラボにて作成

利点 障壁
エネルギーコスト削減 高温蒸気工程の代替
温暖化ガス排出量削減 排熱源と利用の不一致(温度・時間)
熱工程設備の簡略化 配管など設備統合複雑化

製造業者

[PJ]

174 PJ
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地域によるS+3Eへの貢献に向けて

地域エネルギーに関わるステークホルダの行動変容が必須
調整力ポテンシャルを十分に活用する実効的施策を進めていくべき

 経済合理的な電化の推進
ハイブリッドを含む化石燃料からの実質的な移行(ハイブリッド)、操業への影響を抑えた
電化の推進（機器導入支援、ソリューション導入計画施策の支援）

 賢いエネルギー利用を促進する料金体系・情報提供・機器側機能の導入加速
電力料金メニューの移行(時間別料金・ダイナミックプライシング・地域別市場) 、
価格情報の配信、需要家機器の運用計画機能の実装やその認定・補助制度

 配電と調和する電化・再エネ導入
系統の運営者と利用者の双方からの情報開示（導入時・運用時）による
電化・再エネ導入の促進

 需要家への成功事例普及
地方自治体・商工会議所による成功事例の紹介（中小企業庁の各種支援事業、
ヒートポンプ・蓄熱センターなど業界発行の電化導入事例、etc.）
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付録１．HP代替可能な産業分野の熱エネルギー

温水に加えて蒸気利用プロセスへのHP代替ポテンシャルも存在
高温対応HPの普及が技術的課題

食品・飲料
(26.8%)

化学
(有機)

(18.8%)化学
(無機)

窯業・
土石

鉄鋼 174 PJ

パルプ・紙
(39.3%)

化学
(有機)

(29.0%)

食品・飲料
(9.0%)

化学(無機)

化学
(医薬)

463 PJ

温水・蒸気利用プロセスにおけるヒートポンプへの代替ポテンシャル[1]

温水 蒸気

[1] 一般財団法人 ヒートポンプ・蓄熱センター, 一般社団法人 日本エレクトロヒートセンター, “<別添１＞ヒートポンプへの代替ポテンシャルについて”(2024.6)を参考に日立東大ラボにて作成
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付録２．食品・飲料製造事業者へのヒートポンプ適用ヒアリング

既存ボイラ併用が電化推進の重要な手立て。成功事例の共有で移行を加速
所在/規模 HP導入 特記事項

広島県 中 済(排水利用の水熱源HP) 省エネルギー・コスト削減と冷却塔の削除。ボイラ併用

北海道 大 済(蒸気ボイラのHP予熱) 蒸気ボイラ併用。蒸気発生量、流量、温度調整の関連で完全電化は困難

大分県 大 済(加熱・冷却工程間の水熱
源HP)

ガス焚ボイラの焚き減らしとターボ冷凍機運用台数の削減、コスト削減。
多岐にわたる熱需要、排熱発生と利用先の点在を踏まえた設計が困難

東京都 大 済(ボイラのHP予熱) 多岐にわたる熱利用工程を所有、HPによるボイラー向け給水の加熱で省エネ

和歌山県 中 済(排熱利用のHP給湯) 設備洗浄の温水製造にHP適用、製造ラインに要する蒸気エネルギー量、安定供給を懸念

長野県 大 未 大量かつ安定な熱エネルギー要求の未達、運営コスト増で断念

鹿児島県 大 未 PV設置など脱炭素化推進も、HP出力不足・安定性・設備全体設計への影響に懸念

群馬県 大 未 コジェネ導入で高いエネルギー利用率。蒸気発生量、切替コストで電化に難

奈良県 小 未 コジェネ導入で高いエネルギー利用率。電化切替でメリットが期待できない

愛知県 中 未 熱回収コンプレッサで蒸気ボイラの給水を予熱。HP採用のコストメリット、導入の手間、付き合ってきた設備
メーカとの関係性維持が障壁

群馬県 大 未 バイオガス発電、コジェネなど施策推進。電化時応答性、コストメリット、設備への影響に懸念

北海道 大 未 排熱回収・ボイラー給水加熱を実施。スペース、既存設備との統合による複雑化を懸念

静岡県 大 未 蒸気ボイラーの排熱回収と温水利用を実施、電化の検討実績がない
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